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高度成長期以降の大学教育機会

一家庭の経済状態からみた趨勢 一

近 藤 博 之

【要 旨 】

本論 では、文部省の 「学生生活調査」を主 な資料 として、高度成長期以降の大学教育機会 について検討 している。

この資料 を用いた従来 の分析は、学費 の高騰 にも関わ らず家庭の経済状態 による格差が縮小 してきた ことを示 して

いる。 しかし、その分析 は人口の高齢化 に伴 う所得 分布 の変化 を考慮 していない。その影響 を取 り除 くために、こ

こでは世帯ではな く同年齢人口層 を分母 と して所得 階層 ごとの大学生の輩出率 を推計 してみた。 その結果、1980年

代 には確 かに格差縮小 の傾向が見 られた ものの、1990年 代 に入 ってか らは再び家庭の経済状 態による格差が広がっ

ていることが明 らか となった。さ らに、選抜度指 数 をもとに男女別の大学在学率 を推計 し、少子化 を背景 とした最

近 の動向 について も検討 を加えた。 いささか逆説 的であるが、大学教育の大衆化 によって機会均等の課題が さらに

困難 になっているとい うのが本論 の結論である。

はじめに

現 在 、大学教 育 の機 会 は国民 の 問 に どの よう に配分 されて い るの だろ うか。 大学 の キ ャ ンパ ス か ら苦学

生が 消 えた と言 われ て久 しい が、 そ れは社 会全 体 が豊:かに なった こ との証 なのか 、そ れ と も経 済条件 に恵

まれた 者の みが 大学 生 とな ってい る こ とを示 してい る のか。近 年 、大 学教 育の 改 革が盛 ん に論 じられ てい

るが、 そ の実態 を客 観 的な資料 に基づ い て詳 し く検討 してい る例 は意 外 と少 ない 。 と くに、上 の よ うな機

会配 分 につ いて の関 心 を、現在 の 大学 改革論 の なか に見出 す こ とはほ とん どで きない。

もちろ ん、大学 教 育 の大衆化 と と もに経 済 的障 壁 が取 り除 かれ た ので あれ ば よいが 、大 学教 育 の費用 は

年 々増 加の 一途 をた どって いる。 大学 教育 に要す る学 費(授 業 料 の他 に学納 金 や通 学 費 を含 む)を 昼 間部

学生 の平均 でみ てみ る と、 国立 大学 の場合 は1974年 に11.1万 円 で あ った もの が1998年 に は56.5万 円(5.09

倍)に 、私 立大 学 の場合 は同 じ期 間 に24.0万 円か ら1235万 円(5.15倍)に 上 昇 してい る。 この 間 の上昇率

を、1974年 を基準 と したパ ーセ ン ト増 で表 わせ ば、1年 当た りの 平均 増分 は国 立 大学 の場 合 も私立 大学 の

場合 も名 目で約17%、 消 費 者物 価 指 数 を考慮 した実 質増 分 は5.5%に な る。 同 じ期 間 の勤 労 者世 帯 実収 入

の 実 質増 加率 はL2%程 度 で あ るの で、 大学 教 育費 の負 担感 は この四 半世 紀 に一 貫 して高 まっ てい る とみ

なす こ とが で きるD。 教 育 を通 して社 会 階層 の 固定 化 や拡 大が 進 んで い る と危惧 す る声 が 出て くるの も当

然 だ ろ う。 しか し、 そ う した見 方 も多 くは断片 的 な資 料 に基 づ いて お り、 大学 教 育の 機会 状況 を時系列 で

検討 した例 は きわめ て少 ない。

本 稿 の 目的 は、高 度成 長期 以 降の 日本社 会 に おい て大 学教 育 の機会 が どの程 度 平等 な もの となっ てい る

の か、 それ とも不 平 等度 を強 め てい るの か、 この問題 を改め て検 討 して み る ところ にあ る。資 料 は、 主 と

して文 部省 の 「学 生 生活調 査」2)を 用 い る。

1.「学生生活調査」が捉えた機会の趨勢

文部省は、大学在学生を対象に隔年で 「学生生活調査」を実施し、大学生活に関わる支出や収入、それ

に家庭の経済状態などについて基礎的な資料を収集 している。機会の問題を検討するのに、日本の場合、

これが最良のものであると言ってよいだろう。

その報告書のなかで文部省は家庭の経済状態による格差を評価 し、一般に公表している。そこでは、世



2 近 藤 博 之

帯主年齢45～54才 層を大学生輩出家庭の代表とみなし、その年齢層の世帯収入分布を5等分する金額を、

対応する年度の 「家計調査」(総務庁)か ら求め、同じ収入区分を 「学生生活調査」にも当てはめること

で、5分位階層別の学生割合を推計 している。それぞれの調査に固有のデータの偏 り3)はあるが、その点

を除けば毎回同じ基準で精確な推計が行われているとみなしてよい。趨勢を吟味するには、比較の基準を

同一に保つことが絶対的に必要な条件となる。

ただし、1978年以降の 「家計調査」には年齢別の世帯収入分布が公表されていない。おそらく文部省が

独自に資料を入手し、それ以前と同じ方法で推計を行っているものと推察される。よって、公表された結

果を部外者が再現することはできないのだが、とりあえずそれを信用するとすると、高度成長期以降の大

学教育機会について図1のような傾向が現われる。Vは 最上位の収入層、1は 最下位の収入層である。
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図1。 高等教育機会の趨勢(4年 生大学昼間学部全体)

5分 位 で比 較 して い るので 、各 々の割 合 が20%の 近 傍 に集 まっ てい る ときに機 会 が平等 で あ る と判 断 さ

れ る。 その 点で 、1970年 代 後 半 の機 会状 況 は明 らか に不平 等 で あ った と言 える 。最上 位 の第V分 位 は30%

前後 の シ ェアで あ るの に対 し、最 下位 の第1分 位 は10%程 度 の シ ェア に過 ぎな か った。つ づ いて1980年 代

にな る と、第V分 位 を除 く4つ の収 入 階層 が15～21%の 水 準 に集 中す る ように な り、部分 的 な平 等 化 が進

んで い る。 さら に、1990年 代 に入 る とそれ まで の トレン ドが 著 し く変調 し、 高収 入層 が格 別有 利 であ る状

況 は消 滅 してい る。1992年 と1994年 は どの収 入層 もほ とん ど同 じ水準 にあ り、機 会が 不平 等で あ る印 象 は

まった くない。1996年 と1998年 も、 多少 の格 差 は見 られ るが必 ず しも収 入層 の並 び に対応 してい る わけで

はない 。

この 結果 は、 近年 にな って大学 教 育 の機 会 構造 が根 本 的 に変 わ った こ とを示唆 してい る。現 在 の大 学改

革論 の なか に機 会配 分 の観点 が欠 け てい るの も当 然 とい う こと にな るが、 実際 には どうなの だ ろ うか。

しか し、1995年 に実施 された 「社 会 階層 と社会 移動 に関す る全 国調 査」(SSM調 査)の 趨 勢分 析 か らは、

高度 成 長期 以 降の 日本 社会 につい てそ の よ うな平等 化 の印 象 は得 られて い ない(荒 牧2000)。 また、 現在

の言 論 界 で な され てい る 日本社 会 の 階層 分化 に関 す る議 論 も多 くは機 会格 差 の広 が りを強調 して い る4>。

他方 、 「学生 生 活調査 」 の結 果 は 「国民生 活 白書 」(経 済企 画 庁)に も紹 介 され てい るが 、高等 教 育費 用が

高騰 してい る事 実 は指摘 されて い る ものの 、5分 位 の検 討 結果 の 方 は平成4年 度版 を最 後 に一言 も触 れ られ

てい ない 。教育 費 の負担 が 重 くな って い るの に平 等 度 は高 まっ てい る とい うの は、 これまで の常 識 に反す

る奇妙 なこ と と言 え る。

この結 果 に対 す る可 能 な解釈 はつ ぎの2つ で あ る。1)大 学 進学 の 経済 的制 約 が 緩和 され、5分 位 の シェ

ア には選抜 の公 平性 や個人 の 自由 な選 択結 果が 反映 され る よう にな った。 つ ま り、 上 の傾 向は現 実 を正 し

く捉 え てい る。2)推 計 方 法 に何 らかの 問題 が あ り、過 去 も現 在 も分 析 結果 を額 面通 りに受 け取 る こ とは

で きない 。 た とえば 限 られた年 齢層 にの み焦点 が 当て られ てい る、 比 較の対 象 が全 世帯 で ある、 な どに多

少 の疑 問 が感 じられ る。以 下 で は、文 部省 が採 用 して い るの とは別 の 方法 で格 差 の推計 を試 み、 どち らの

見 方 が正 しい か を検 討 してみ る。
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2.世 帯の分布と人ロの分布

1985年 以 降 の 「家 計調 査」 には、 自宅 通学 生 に限 っ て世帯 主 の年 齢分 布が 報告 されて い る。 まず 、そ こ

か ら吟味 して み よ う。 図2に 示 す よ うに、1990年 代 に入 っ てか ら45～49才 層 の変 動 がや や大 きいが 、50～

54才 層 と合 わせ れ ばほ ぼ安定 した推 移 とな って お り、 これが 先 の傾 向 に影響 を与 えた とは思 われ な い。大

学生 輩 出家庭 の中心 は一 貫 して45～54才 層 にあ る とみて よい だ ろ う。た だ し、そ の他 の年 齢層 もけ っ して

割合 が低 い わ けで はない 。そ こで、まず すべ て の年齢 層 の動 きを機会 状況 に反映 させ る こ とを考 えて み る。
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図2.自 宅通学生の世帯主年齢分布(全 世帯)

44才 以下

とは言 え、 これ以 前 の年度 につい て上 と同 じ資 料 を得 るこ とはで きない。 また 、 自宅通 学生 以外 の子 ど

も(下 宿 生 や非 大学 生)に 関す る情 報 は一切 な い。そ こで便法 と して、この 自宅 通学 生の 結果 を一般化 し、

同 年齢層 の子 どもた ちの属 す る家庭 の世 帯主 年齢 が 、若 い方 か ら5:30:40二20:5の 一 定の 割合 で推 移 し

て きた とみな す こ とにす る(仮 定1)。 世 帯 の収 入 に よって 自宅通 学 生の 割合 は違 って くるが 、世 帯主 の年

齢 で大 き く異 なる ことは ない だ ろ う。 また、 大学 生 と非 大 学生 で 親 の年齢 分 布 が異 なる と も思 われ ない 。

したが っ て、 ここでの仮 定 に特段 の異論 は ない と考 え る。以 下で は、 この比 を基礎 に一定 数 の子 ども を収

入5分 位 階級 に配分 し、そ の分布 を 「学生 生 活調 査」 の結 果 と比 べ てみ る こ とにす る(も ち ろん 、「学 生生

活 調査 」 に世帯 主 の年齢 が 報告 されて いれ ば、 こう した便法 を採 用 す る必要 は ない のだ が、 どうい うわ け

かその 情報 は省 略 され てい る)。

具体 的 に は、 まず一 定 の子 ど も数Cを 上 の比Wjで 各 年齢層 に割 り当て、 そ れ を さらに各 年度 の 年齢 別収

入5分 位 階 級 の割 合(Njk/Nj)に 従 って1～Vの 階級 に配分 し、 その数 を5分 位 ご とに合計 す る(Ck=Σj

C×Wj×Njk/Nj)。 したが って、 この操作 は、子 ど も数 が家 庭 の収 入状 況 を左 右 す る こ とは な く、世 帯主

の年齢 層 が同 じな らどの収 入階 級 の家庭 に も子 ど もが一 様 に分布 してい る と仮定 してい る(仮 定2)。 世帯

主 の収 入 に子 ど もが寄 与す る余 地 はほ とん どない とみ なせ るの で、 この仮 定 も まず 妥 当で あ ろ う。 また 、

後 に男 女 別の分 析 を行 う際 に は、 その分 布が 性別 に よ らず等 しい と して お く(仮 定3)。

以上 の操 作 か ら、大学 生 に相 当す る年齢 の 子 ど もの構成 比 はCk/C(=ΣjWl×Njk/Nj)と して求 まる。

他 方 、 同 じ収 入 区分 を 「学 生生 活 調査」 に当 て はめれ ば 、5分 位 ご との大学 生 の割 合(Gk/G)が 求 まる。

どち らの 場合 も、 「家計 調査 」 に報 告 され てい る全 体 の5分 位 区分 を用 いて い る点 に注意 して ほ しい。 この

2つ の構成 比 を通 して趨勢 を見 直 す こ とにな るが 、選抜 された 者 とそ の輩 出母体 と2つ の シェ ア を比 較 して

い るの で、 ここで は20%で はな く1が 平等 度 を評価 す る際 の 目安 とな る。 この 指標 は一般 に選抜 度 指数 と

呼 ばれて い る。

文 部省 推計 との違 い は、比 較 の対象 を世 帯分 布 で はな く子 どもの人 口分布(あ るい は重 み付 き世帯 分布)

に とってい る点 にあ る。 「5分位(各 々20%)か らの ズ レを評 価 す る」 とい う特 異 な観 点 に立 た なけ れば、

も とも と収入 の 区分 は任 意で あ り、相 対 的 な もの で あ る。む しろ、そ う して 区切 られ た カテ ゴ リー を世 帯

側(家 計 調査)と 学生 側(学 生生 活調 査)と で対 応 させ る こ との 合理 性 が問題 とな ろ う。文 部 省 の場合 は

45～54才 層 に 当て は まる収 入 区分 を採 用 す る こ とで両者 の対 応 を保 障 しよ うと したの だが5)、 こ こで は全
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体の収入区分をそのまま採用し、各カテゴリーのなかから非該当層を排除することで対応の整合性を図っ

ている。

以上の操作から得られた子ども数の分布(Ck/C)を 、参考までに図3に示 しておこう。すでに述べた

ように全体の収入区分をそのまま用いて大学生に相当する年齢人ロを求めているので、分布の全体は高収

入層に偏っている。10年間隔で並べたグラフからは、最低収入層にあたる第1分 位の割合が次第に小さく

なってきたことが分かる。反対に、第W分 位を中心に中間以上の収入層が若干増えている。文部省の推計

では、これらの動きが適切に反映されなかったために経済的影響が反転する奇妙なトレンドが現われたの

かもしれない。つまり、近年になって収入階層で比較した世帯の分布と子どもの人口分布とが乖離してい

る可能性がある。

実際に 「家計調査」によって各年齢層の5分位分

布を比較 してみると、54才以下の各年齢層にはさし

た る変化 が な いが 、55～59才 層 で は高 収 入層 が 、60

才 以 上 で はそ の反 対 に低 収 入層 が 増 え てい る こ とが

分 か る。 また 、全 体 の高 齢 化 に伴 って それ らの絶 対

数 も大 き くな っ てい る。 この動 きを無 視 した ま ま45

～54才 層 に当 て は まる収 入 区分 を採 用 し続 け る と、

55～59才 層 に とっ ては低 めの 区分 、60才 以 上層 に と

っ ては 高 めの 区分 とな り、 大 学生 の輩 出母体 とみ な

される世 帯 の構 成 が20%か らは微 妙 に離 れ て い って

しま うので あ る。 つ ま り、 高齢 化 に伴 う所得 分 布 の

変 化 に よって従 来 の 方法 は大 きな影響 を受 け てい る

と推 察 される(た だ し収 入 区分 の変更 に よっ て学 生

割 合 の 方 も変 わ って くるの で 、影 響 の方 向 を一 律 に

予 想 す る こ とは で きな い)。 趨 勢 を吟 味 す る には 人

口構 成 上 の変化 も視野 に入 れ て お く必 要 が あ り、 や

は りすべ ての 年齢 層 の動 向 を考慮 しつ つ子 ど も数 か

らアプ ローチ す るのが適 当で あ る と言 え るだ ろ う。
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図3.子 供数の5分 位分布(全 世帯)

V

3.選 抜度指数の推移

次 頁 の 図4と 図5が 、 国 立 大学 と私 立大 学 につ いて 、大 学 生 の構 成 比(Gk/G)と 同 年齢 人 口の構 成 比

(Ck/C)を 比較 して み た もの であ る。 割合 が 同 じ状 態 を基 準 と して 前後 の対 称 性 が得 られ る よ うに、 こ

こでは選抜 度 指数 を対 数 変換 してい る。 それ ぞれ に特徴 的 な傾 向 が認 め られ るが、 私立 大学 の規模 が圧倒

的 に大 きいの で全 体 の傾 向は ほぼ 図5の 動 きに沿 う もの とみ な して よい。

まず、 私立 大学 で は経 済階層 に よる格差 が過 去 も現在 も概 ね維持 されて い る こ とが確 認 で きる。 これ に

対 して国 立大 学 の場合 は 、そ う した格差 が 見 出せ ない(図 は省 略す るが 公 立大 学 もほ ぼ 同 じ傾 向 にあ る)。

1980年 代 以 降 は、 む しろ最下 位層 の代 表性 が 目だっ て高 くなって い る。機 会均 等 の観点 か らは、 この 間 に

国公 立大 学が 果 た して きた役 割 を積極 的 に評価 す る こ とが で きる。私立 大学 の場合 も、1980年 代 には格 差

が縮 小 して いた と言 え る。 しか し、景 気が 悪化 した1990年 代 に なる と、進 学機 会 は再 び家庭 の経済 状態 に

比例 す る よ うに な り、 も との格 差 に急 速 に戻 りつ つ あ る。1980年 代 に平 等 化 が進 ん だ こ とは、 小 銭 英

(1989)、 樋 口(1994)ら によ って も確 か め られて い るが、 そ の後 に趨勢 が 反転 した こ とは(文 部省 推計 の

影響 もあって)研 究者 の 間で まだ 十分 に認識 されて い ない。

なお、1994年 の私立 大 学で 第1分 位 の値 が 大 き くなっ てい るの は、 その 前後 に失 業率 が増 大 した こ との

影響 で あ る と思 われ る。 実際 、勤 労 者世帯 で も自営 業 主世 帯 で も、 その年 度 のみ 「無収 入 」 を含 む カテ ゴ

リーが異 常 に大 き くな って い る。 親 が失業 状 態 にあ る と して も、 そ れ までの貯 蓄 や本 人 の アルバ イ ト収 入
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によ って在学 が 可能 であ っ た とい うこ とだ ろ う。 しか し、1996年 に なる と(そ の年 の失 業 率 は1994年 よ り

もさ らに高 くな って いる)、 その影 響 は消 えて い る。
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図4.国 立大学 の選抜度指数(全 世帯)
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図5.私 立大学 の選抜度指数(全 琶帯)

ここには全世帯の結果のみ示 したが、勤労者世帯のみを取り出しても全体の傾向はほぼ同じであった。

国公立大学の場合は家庭の経済状態による格差が明瞭には見出せないが、私立大学では高度成長期以降も
一貫 した格差構造が維持されており、最近になってその格差が広がりつつあると要約できる。やはり従来

の方法ではこのことが適切に捉えられていなかったようだ。

4.在 学率の推計

こ こまでで 、従来 の推 計 を見 直す とい う当初 の 目的 は達 成 された が、 つ いで であ るの で さ らに分析 を進

めて み る。そ の際 に全体 の傾向 を就 学率 の レベ ル で単純 に比較 で きると よい。 つ ま り、 そ れぞ れの 収入 階

層 は その子 ど もの何 割 を大 学 に在学 させ てい るか 。 それ は、選 抜度 指数 をSmk(=[G臆/Gm]/圧Ck/q)、

在 学率 をEmk(=Gmk/Ck)と して、 次式 か ら推 計 され る。kは5分 位 の収 入 階層 、mは 国 公私 の学校 種 別

を表 わ してい る。

Ek=ΣmEmk=ΣmSmk×Gm/C
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ここで は おお よその トレン ドを把 握 す るの が 目的 な ので 、Gmに は当 該年 度 を最後 に含 む大 学 入学 者数

の4年 間 の累計 を、Cに は 同 じコー ホー トの4年 間 の 累計 中卒 者 数 を当て は め てみ る(「 学 校 基本 調査 」 に

は世 帯 別の集 計 が ない ので 、分析 の対 象 は全 世帯 に限 られ る)。 「学生 生活 調査 」 「家計 調査 」 「学校 基 本調

査」 の3つ で 、 こ こでの 方法 が適 用 で きるの は1968年 以 降で あ るので 、 そのす べ ての期 間を推 計 してみた 。

5分位 ご との 在学 率 は図6の ように な る。 もちろ ん間接 的 な推計 を もっ て正 しい結 果が 得 られ た と断言 す る

こ とはで きない が、常 識 に照 ら して みて大 変 もっ と もら しい傾 向 が現 われ てい る。
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図6.大 学在学率の推計(全 体)

まず 、高度 成 長期 以後 の進 学 コーホ ー トでは 第V分 位 のみ が突 出 した結 果 とな ってい る。 これは1995年

SSM調 査 の分 析 と も一 致 して い る(尾 嶋 ・近藤2000)。 この 間、 低収 入層 の底 上 げ はあ った が、 基本 的 な

格差 構 造 は変 わ って い ない 。注 目すべ きは1990年 代 に入 って か らの動 きで あ る。最 近 に な って上 位2つ の

階層 が 在学 率 を高 め 、格 差 が再 び広 が り始 め て い る。 図 か らは、 最 上位層 と最 下位 層 の在 学率 が2倍 程度

の 開 き となって い る こ とが分 か る。 したが って 、最 近 にな って 階層分 化 が進 ん でい る とい う観測 もあ なが

ち幻 想 とは言 えず、 そ れ相 応 の現 実 的 な根 拠 が存 在す る とみ るべ きだろ う。

また 、現在 の 動 きが1970年 代 前半 の状 況 と似 てい る点 が注 目 され る。 一般 的 に言 え ば、全 体 の就学 率 が

急激 な上昇 を示 す ときに階層 間 の格 差 は大 き くな る。 それ は、 進学 に有利 な社 会層 が先行 して機 会 を享受

し、社 会的 に不利 な階層 が彼 らに遅 れ を とる こ とに よる。

この こと に関 連 して 、現在 、18才 人 口の減 少 によ り大 学進 学 率が 再 び増加 局 面 に入 った と指摘 され てい

る。全 体の 動 きは確 か に少子 化 が背 景 に なって い る とみ な して よい が、 機会 状 況 を併 せ て考慮 すれ ば、 そ

の影 響 は もっぱ ら上 位 の経 済階層 にお いて 実現 してい る とい う こ とにな るだ ろ う。 したが って 、家庭 の教

育費 負 担 は社 会全 体 の少 子 化 の動 き と何 の関 係 もない こ とを、正 しく認 識 してお く必 要が あ る。 実 際 に、

出生 率 が低 下 してい る と して も、 夫婦 の 完結 出 生児 数(キ ョウダ イ数 を意味 す る〉 は戦後 の 長 い期 間2人

台 を維持 してお り、 ほ とん ど変化 して いな いので あ る6)。

男 女 差 の 検 討

た だ し、 か つて の格 差拡 大 と現在 の 格差 拡大 とが 同 じ内容 を もって い る とは限 らない。 この 間 に、女 子

の4年 制大 学進 学 率が 高 ま り、 そ の こ とが 新 しい格 差 を作 りだ してい る こ と も考 え られ る。あ るい は、 階

層 とジ ェ ンダーの相 互 作用 か ら女子 が 男子 と競 合 し、低 収 入層 の男 子 の進学 率 を押 さえつ けて い る とい う

こ と も予想 され る(03imal998)。 そ こで、 つ ぎ に選 抜 度指 数 を男 女 別 に推 計 し直 し同 じ要領 で 在学 率 を

求 め る こ とか ら、 この点 を確 かめ てみ よう。 ただ し、分 母 とな る子 ど も数 の分 布 は男 女で等 しい と仮定 す

る。
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図7.男 子の4年 生大学在学率
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図8.女 子の4年 生大学在学率

図7と図8がその結果である。1972年 は 「学生生活調査」に世帯収入の分布が公表されていないので便宜

的に前後の推計の中間値を与えている。両者の動きを対比してみると、1980年代の平等化は主として男子

において実現したものであることがわかる。この間、大学教育に対 しては抑制的な政策がとられていたが、

それは高収入層の在学率を押 し下げる効果をもち、結果として低収入層 との差を縮めていた。そこに第V

分位の女子が加わることで、全体としては高収入層のみ突出する結果がもたらされていたのである。

しかし、1990年代に入ると男子でも再び機会格差が広がりだしている。女子も同様であり、とりわけ上

位2つ の収入層が在学率を急激に高めている。現在の格差拡大の原因は、少子化によってもたらされた学

生定員の余裕が上位の経済階層によって占められたことに求められる。他方、この結果からは、ジェンダ
ーと階層の影響が複雑に絡み合うようになったというよりも、これまでの階層的制約の枠内で性別の違い

が現われていると判断した方がよさそうである。たとえば、第W分 位では、男子が女子に優先 して在学率

を伸ばしている様子がみてとれる。基本にあるのはやはり経済状態の違いであり、近年の教育費負担の増

加が平均以下の経済階層に深刻な影響を与えていると推察できる。ともかく、そのようにして男女込みで

高等教育人口が拡大してきた以上、機会の平等化はますます難しい課題になっていると思われる。

奨 学 金 との 関 連

ところで 、 こ う した 問題 を考 え る と きに気 にな って くるのが奨 学 金 の動 向で あ る。 それ は上 に示 した趨

勢 とど う関係 して いる の だろ うか 。 これ につ いて も 「学 生生 活調 査」 か らみ て お くこ とに しよう。 それ に
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よる と、奨 学金 受給 者(日 本 育英 会 以外 の奨 学金 も含 まれ る)の 割 合 は、国 立大 生 で はい くらか 減少 気味

で あ り、1974年 に44.4%で あ った ものが1998年 に は28.7%と な って い る。 ただ し、 も とも と奨 学金 を希 望

しない 者が22%か ら42%へ と増 え てい る。私 立大 生 の場 合 は、希 望 者 の割合 は ほぼ 一定 で、 受給 率 の方 は

14.9%か ら22.4%へ と少 し増 えてい る。大 学 生全 体 で は、約 半数 が希 望 し、2割 強 が 奨学金 を受給 してい る

状 態 とな り、 この 間 に 目立 っ た変 化 は ない。 したが っ て、年 々 の在 学率 が奨 学金 の 受給 率 に応 じて 変動 し

て い る とい う見 方 は、 そ れほ ど現 実 味が ない よう に思 われ る。
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図9.奨 学金の受給率

他方、5分位でみたときの受給率は当然ながら家庭の経済状態に対応 しており、図9の ような結果とな

る。これは、各5分位の大学在学生に占める奨学金受給者の割合であるが、第1分 位でやや変動が大 きく、

その他の分位では非常に安定している。参考までに、第1分 位について、先に求めた選抜度指数と受給率

の相関係数を計算:してみると、その値は 一〇,89となる。つまり、相対的に多 く輩出されているときに受給

率は低くなり、輩出率が低いときに受給率が高くなる関係にある。選抜度指数が落ち込んでいる1970年代

後半と1990年代後半で受給率が高 くなっていることからも、それは明らかだろう。

このことから推察できるのは、奨学金の受給機会が在学率を押し上げたり引き下げたりするのではなく、

その反対に一定の奨学資金が在学者の間に事後的に分配されているという関係である(現 在の仕組みから

して当然だろう)。実際に進学するかどうかの意思決定は奨学金の受給以前に別の理由によって決まって

いるとみるのが正しい。そして、進学の実現度合いが家庭の経済状態に比例している以上、奨学金は進学

した者の特権となり、結果として所得格差を広げる不合理を生むことになる。

もちろん、奨学金が無意味だと言っているのではない。大学教育の機会を公平なものとするには奨学事

業が不可欠であり、貸与の枠をさらに拡大するとともに、もっと早い時期から潜在的な希望者に対 して十

分な情報提供を行うことが必要である。ローン(奨 学金を含む)方 式にしろ、バウチャー(教 育切符)方

式にしろ、公平性の観点からさまざまな個人援助の形態(大 田1999)が 模索されるべきである。 しかし、

それでも家庭の経済状態による機会格差をどこまで解消できるかは分からない。子ども自身が教育ローン

を組める制度を作 り出したとしても、余裕のある家庭が子どもの教育に進んで支出することを制限するも

のではないからである。教育費の負担は大学進学おいて突然発生するわけではない。それ以前にも、さま

ざまな機会を通して子どもの教育投資に格差を作 り出している7)。そして、その格差は卒業後の職業達成

を通 して世代で循環する傾向をもつ(樋 口1994)。 とするなら、大学教育の機会均等を考えるときの視野

は、親子関係も含めて個人のライフコース全体に及ぶものでなくてはならないだろう。

他方、進学率の動向には家庭の経済状態のみならず学力の問題 も絡んでくる。矢野(1996)は 、大学進

学の今後の動向として、経済基準の上昇と学力基準の低下を予想 している。たしかに、現在の大学入試制

度は多様な入学者選抜を行ってお り、学力試験による一斉競争を回避 している面がある。そのことが大学

教育の機会にどう影響するかは、改めて詳 しく検討されなければならないが、一般論として言えば、現在

の日本では本人の学力よりも家庭の経済力に依存する割合が高くなっていると予想される。経済的障壁が
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依然 と して 高 く(大 学 教育 費 用 の78%は 家庭 か らの給 付 に よる)、 学 力 選抜 が 緩 んで い れ ば、 これ まで の

経験 か ら して当然 そ うなるだ ろ う。 しか し、 この こ とについ て十分 なデ ー タは存在 しない ので 、 こ こで は

問題提 起 に と どめて お く。

5.結 論

本論では、文部省の 「学生生活調査」を用いて高度成長期以降の大学教育機会について検討してきた。

その結果、1)従 来の方法では高齢化に伴 う所得分布の変化を十分に反映させることができず、推計結果

が微妙に歪んで しまうこと、2)そ の問題を回避するには子ども数からアプローチするのが適当であるこ

と、3)こ こでの推計でも1980年代にはたしかに格差縮小の傾向がみられたこと、しかし、4)1990年 代に

入ってからは再び格差が広がりつつあること、また最近になると、5)男 子のみならず女子の間でも経済

階層による格差が明瞭になっていること、などが確認された。 したがって、機会均等の問題は依然として

未解決であり、今後とも格差縮小の努力が必要になっていくと予想される。現在の大学改革論の流れから

すると古色蒼然とした大げさな主張に聞こえるかもしれないが、大衆化の進んだ現在の大学教育において

も機会の平等化が決して単調に進んでいるわけではないことを確認 してお く必要がある。むしろ、高等教

育の大衆化とともに機会の不平等が顕著となるパラドックスを抱えていると言えるだろう。

これに対 しては、財政状況の逼迫や大学教育の活性化を理由に、平等よりも効率を重視すべきだとの反

論が予想される。たしかに、大学教育に対する公費補助は機関に対するものが中心であり、どうしても資

源配分の効率性を重視 した議論 となり易い。それを個人レベルの話に還元し、さらに機会均等の理念に結

びつけるにはそれ相応の説得力が必要となる。そして、そこに至る道筋には受益者負担の原則や、個人の

学力の問題が必ずつきまとう。福祉や防衛と異なりすべての納税者が必ずしも受益者とはみなされない事

柄に対して、国民の税金を今以上に投入する根拠はどこに求められるのか。あるいは、「遊民」と椰楡さ

れる勉学意欲の乏しい大学生になぜ手厚い援助を差 し伸べなければならないのか。そこには議論すべきこ

とが山のように待ち受けている。現在の筆者に言えるのは、家庭の経済状態で機会が異なる仕組みはやは

りおかしいということのみである。予算の制約があるのは当然なので、あとは論点を明確にして何が公平

でかつ合理的であるかを議論していくしかない8)。

この対立構図は教育の問題に限ったことではない。職業や所得の機会についても、現在の日本では制度

的環境の不備を問題とするより、高度成長によってある程度の豊かさや平準化が達成されたとの認識を前

提に、個人の社会的境遇に対し自己責任を求める風潮が強くなっている。しかし、学校を卒業するまでの

トータルな教育機会が公平性を実現していないとしたら(こ こに示 したように出身家庭の経済状態に依存

しているとしたら)、どのような主張も結局は強者の論理に堕してしまう危険性がある。そうならないた

めには、社会的な想像力や共感能力に支えられた公共哲学的な議論がどうしても必要になる。それでも、

やはり能力主義や個人責任の原則を根拠に現状が許容されることになるのか。そして大学教育費の負担は

これからも大部分を家計に依存したままで行 くのか。大学教育をめぐる今後の議論の展開に注目したいと

思う。

<注>

1)学 費は 「学生生活調査」(文 部省)、 勤労者世帯実収入 は 「家計調査」(総 務 庁)に よる。こう した変化 を捉 え

るのに、 しば しば学生生活費(学 費+生 活費)の 可処分所得 に対す る比が求め られることがある。いま、50～

54才 層 の勤労者世帯の年間可処分所得 を100と してその値 を求める と、1974年 か ら1998年 の期 間で国立大学 自

宅生の場合は11.9か ら15.8へ、私立大学下宿生 の場合は26.8か ら36.6へと上昇 している。 どの ような角度か らみ

て も大学教育費 の高騰 は明 らかで、最近で は親の負担能力の限界 を超 え始 めた とい う観測 も出てい る(r教 育

と情報』平成12年6月 号特 集)。

2)こ の調査 は、標準的な学生生活 の状況 とその経済 的基盤 を明 らかに し、 もって国の奨学援護事業 を改善充実す

るための基礎資料 を得 ることを目的 と して隔年で実施 されてお り、文部省 高等 教育局学生課編 「大学 と学生」
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(1982年3月 号 まで 同課編 「厚生補導」)に 毎回の調査結 果が報告 され ている。 この資料 を用いた先行の研 究例

に、潮木守一(1976)、W.K.Cu㎜ 血gs(1980=81)、 菊池城司(1988)、 小銭英(1989)、 樋 ロ美雄(1994)、

矢野眞和編(1994、1998)な どがあ る。

3)例 えば、「家計調査」の対象 には農林漁家 ・単身者世帯が含 まれていない。他方、「学生生活調査」 における家

庭の年間所得 は学生本人に よる申告であ る。 さらに、奨学金受給者の割合が高めである、低収入階層に 自営業

世帯が多 く含 まれている、等の指摘 もな されている。詳 しくは、菊池(1988,1994)。

4)近 年 にな って階層 分化が拡 大 してい る との観点 か ら、 た とえば 「「中流」崩壊 」(中 央公論2000年5月 号)、

「新 ・階級社会ニ ッポン」(文 藝春秋2000年5月 号)と いった特集が組 まれている。

5)「 学生生活調査」で も全世帯 の5分位 区分 が適用 されていた時代があ ったが、1976年 以降は45～54才 層 の5分位

区分 に改め られてい る。低収入層 には若年層や高齢層 の世帯が多 く含 まれてお り、全体に共通の区分 を用いる

と大学生の輩 出母体 を等分 した とはみなせ な くなって しまうか らである。

6)国 立社会保障 ・人口問題研究所 「第11回 出生動 向基本調査」(1997年)を 参照 。 ここでの議論 と直接の関係はな

いが、「少子化 により一人っ子 が増 えたために家庭 での社会化 に問題が生 じている」 とい う俗説 も、同 じ理由

か ら間違った見方であると言える。

7)平 成10年 度 の 「子 どもの学習費調査」(文 部省)に よる と、幼稚 園か ら高校 まで14年 間の学習費総額(学 校外

活動費 を含む)は 、すべて を公立 で通 したときに5i8万 円、幼稚園 と高校 を私立 とした ときに706万 円となって

いる。そ こでは家庭の経済状態 に よる違 いが捉 えられていないが、補習教 育を含 む教育費支出に社会的 な格差

があ ることは 「家計調査 」か らも確認 で きる。他方、4年 間の大学教育費(生 活費 を含 む)は 、 もっとも安価

な 「公立大学自宅生」で平均428万 円、 もっ とも高価な 「私立大学下宿生」 で平均1,000万 円となる。「平均」 と

断 ったの は、高等教育になる と大学や学部のバ ラッキが大 きくなるからで ある。 いず れにせ よ、2人の子 ども

(注6を 参照)を 大学に進学 させるのは、親 の側か らすると住宅を求め るの と同 じくらいの重 い決断 となる。

8)高 等教育研究者は、これ までの 日本では 「高等教育機会均等 そのもの を政策的に達成す るとい う課題が社会的

コ ンセンサス となったこ とはなかった」 と指摘 している(金 子1994,32頁)。 何 らの合意 もな しに、主 として家

計 の負担 によって大学教育の大衆化が 達成 されて しまった というのが 日本の実情 と言 える。それ故に、大衆化

が機会格差 を広 げるとい う逆説 を生むこ ととなった。
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OpportunityofHigherEducationa貴ertheHighGrowthPeriods:

TrendsbyQuintileIncomeGroupofHouseholds

KONDO,Hiπ)yuki

ThispaperexaminesopportunityofhighereducationafterthehighgrowthperiodsinJapan,using

Monbusho's`CbllegeandUniversityStudentLifbSurveys.,Thesulveystellusthatthediff6rencesbyquintile

incomegmupofhouseholdshavedec爬asedfbrthelastqualter。century尋espiteofariseinexpendituleonhigher

education.Thisparadoxicalpicturemayberesultedffomchangesinage-incomestructureofhouseholdsfピomwhich

studentsoriginate.Toexcludesuchaninfluence,theselectivityindexwascalculatedbasedonthecollege-age

population,notonhouseholds,andtheuniversityenrolmentratiosbyquintileincomegmupwereestimated.The

findingsarethefbllowings;1)inthe1980'swhenasuppressingpolicyfbrstudentsizewasapplied,thediff61ences

weredecreasingduetotheceilingef[㏄t,2)inthe1990'swhenJapaneseeconomyfdlonhardtimes,lheytumedfbr

aslightincrease,and3)nowwithabundantseatsbroughtaboutbylowdemogmphicp誓essuπeofthecollege-aged,the

higherquintilegmupsrapidlyincreasetheirenrolments.Asevidencedinthesetrends,thegmwthofJapanesehigher

educationd㏄snote1㎞ina伽eclassinequ宙ity.Thisconsistencyadsesf止om血efactthat山ebulkofexpenditureon

highereducationi曲omebyparentseveninapubliccollegeoruniversity.
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